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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次 　

第192期

第３四半期

連結累計期間

　

第192期

第３四半期

連結会計期間

第191期

会計期間 　

自　平成21年１月１日

至　平成21年９月30日
　

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成20年１月１日

至　平成20年12月31日

営業収益 （百万円） 　 205,105　 57,364 199,811

経常利益 （百万円） 　 17,060　 5,948 20,500

四半期（当期）純利益 （百万円） 　 5,142　 2,981 10,101

純資産額 （百万円） 　 － 　 233,088 231,354

総資産額 （百万円） 　 － 　 979,834 964,030

１株当たり純資産額 （円） 　 － 　 720.37 709.62

１株当たり四半期（当
期）純利益

（円） 　 16.29　 9.44 31.99

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） 　 － 　 － －

自己資本比率 （％） 　 － 　 23.2 23.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 　 32,096　 － △16,753

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 　 △35,584　 － △76,761

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 　 △2,146　 － 100,176

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（百万円） 　 － 　 11,513 17,159

従業員数 （名） 　 － 　 2,219 2,383

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 2,219（2,993）

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

       

(2)　提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 442 （29）

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

生産、受注及び販売の状況については、「４　財政状態及び経営成績の分析」における各事業の種類別セ

グメント業績に関連付けて示しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間の連結業績につきましては、営業収益は573億６千４百万円、営業利益は86

億８千８百万円、経常利益は59億４千８百万円、四半期純利益は29億８千１百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントごとの業績の概況は以下の通りであります。

①賃貸事業

当第３四半期連結会計期間においては、大手町一丁目地区第一種市街地再開発事業による「ＪＡビ

ル」・「経団連会館」(東京都千代田区)、「大崎センタービル」(東京都品川区)及び「名古屋プライ

ムセントラルタワー」(愛知県名古屋市)が通期稼動したほか、大規模複合施設「オリナスタワー」(東

京都墨田区)の建物売却によるＳＰＣ配当収益を計上しました。この結果、営業収益は212億３千４百万

円、営業利益は119億８千１百万円となりました。

区分

当第３四半期連結会計期間 　

賃貸面積(㎡)
(うち転貸面積)

金額(百万円) 　

土地賃貸
31,723
(10,704)

170　

建物賃貸
677,265
(195,305)

11,858　

ビル運営管理受託等(注) ─ 9,205　

合計 ─ 21,234　

(注)「ビル運営管理受託等」には、ＳＰＣを活用した収益ビル等への投資に係る配当収益が、76億８千１

　　　百万円含まれております。
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②分譲事業

当第３四半期連結会計期間においては、「マンション」で「Brillia Mare 有明 TOWER & GARDEN」

(東京都江東区)、「Brillia 琵琶湖大津京」(滋賀県大津市)等を売上に計上しました。

この結果、営業収益は268億２千５百万円、営業損失は22億１千３百万円となりました。

なお、当第３四半期連結会計期間は、現在販売中の分譲マンション等において、たな卸資産評価損18

億１千９百万円を営業原価に計上しました。

区分

当第３四半期連結会計期間 　

販売数量等
金額
(百万円)

　 　

マンション 販売戸数 723戸 24,884　 　 　

戸建(戸建用宅地含む) 販売戸数 3戸 203　 　 　

宅地等 販売件数 4件 516　 　 　

住宅管理業務受託 管理戸数 34,374戸 1,220　 　 　

合計 ― 26,825　 　

　

③その他事業

当第３四半期連結会計期間においては、不動産取引の低迷等を受けた結果、営業収益は93億４百万

円、営業利益は５億５千２百万円となりました。

区分

当第３四半期連結会計期間 　

口数(口) 金額(百万円)　 　

不動産流通事業 708 667　 　

リゾート・レジャー・ホテル事業 ― 3,266　 　

リフォーム事業 ― 823　 　

飲食事業 ― 260　 　

メディアコンプレックス事業 ─ 1,599　 　

温浴事業 ─ 859　 　

その他(注) ─ 1,828　 　

合計 ― 9,304　 　

(注)「その他」には、ＳＰＣを活用した商業施設等への投資及び不動産投資信託への投資に係る配当収益が、３億

７千１百万円含まれております。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動により

30億３千２百万円増加、投資活動により３億７百万円減少、財務活動により39億７千６百万円減少したこ

と等により、前四半期会計期間末比で13億４千６百万円減少し、115億１千３百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、30億３千２百万円となりました。こ

れは主に、「税金等調整前四半期純利益」及び「減価償却費」によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、３億７百万円となりました。これは

主に、固定資産及び投資有価証券の取得による資金の減少があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、39億７千６百万円となりました。こ

れは主に、借入金の返済及び配当金の支払を行ったことによるものであります。

　

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

①重要な設備の新設

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は以下のとおりです。

セグメント 会社名

設備の名称

（所在地）

用途 規模等

予算金額

(百万円)

既支払額

(百万円)

着手及び

完了予定年月

賃貸  東京建物㈱

 東京建物仙台ビル

（宮城県仙台市青葉区）

 貸事務所

 地上20階地下３階

 延床面積約17,668㎡

19,000 1,424

 着工

 平成20年5月

 竣工（取得）

 平成21年11月末

(注１)上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(注２)当該物件は、当社と特定目的会社による共同事業であり、当社が特定目的会社の全持分を取得するものであ

ります。なお、予算金額は、当社持分を含めた金額を記載しております。

(注３)今後必要な資金は自己資金及び借入金によりまかなう予定であります。

　

②重要な設備の除却等

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末現在

発行数(株)

(平成21年９月30日)

提出日現在発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 318,059,168 318,059,168
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 318,059,168 318,059,168 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
― 318,059 ― 77,181 ― 61,839
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(5) 【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、平成21年７月23日付でみずほ信託銀行株式会社及びその共同保有者よ

り株券等の大量保有報告書の変更報告書が提出されていますが、当社として当第３四半期会計期間末にお

ける実質所有の状況が確認できておりません。なお、当該大量保有報告書の変更報告書による平成21年７

月15日現在の株式保有状況は次の通りであります。

　氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 9,022 2.84

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 4,333 1.36

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号 907 0.29

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

①　【発行済株式】

　平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 245,000

（相互保有株式） 　

　普通株式 4,682,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 311,809,000 311,809 －

単元未満株式 普通株式 1,323,168－ －

発行済株式総数 　 318,059,168－ －

総株主の議決権 　 － 311,809 －

(注)「単元未満株式」に含まれる自己株式等　

　　東京建物㈱　　　　　　　　　161株

　　東京不動産管理㈱　　　　　　481株

　

　  ②　【自己株式等】
　平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

　東京建物㈱
東京都中央区八重洲

一丁目９番９号
245,000 － 245,000 0.08

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

　東京不動産管理㈱
東京都墨田区太平四
丁目１番３号　

2,502,000 － 2,502,000 0.79

　東京ビルサービス㈱
東京都墨田区太平四
丁目１番３号　

2,180,000 － 2,180,000 0.69

計 － 4,927,000 － 4,927,000 1.55
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２ 【株価の推移】

 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年

１月
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 442 321 305 410 458 622 557 565 561

最低(円) 280 205 194 258 333 442 393 431 423

 (注)最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）の市場相場によるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第３四半期連結

累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５

号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日ま

で)の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,524 16,958

受取手形及び営業未収入金 7,386 16,218

有価証券 ＊２
 1,166

＊２
 1,160

匿名組合出資金 ＊２
 5,343

＊２
 5,345

販売用不動産 80,646 73,115

仕掛販売用不動産 43,055 57,591

開発用不動産 43,242 51,497

繰延税金資産 2,291 5,315

その他 ＊２
 15,966

＊２
 18,171

貸倒引当金 △193 △161

流動資産合計 210,429 245,211

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 203,334 193,617

減価償却累計額 △88,567 △84,217

建物及び構築物（純額） 114,766 109,400

土地 326,839 289,763

建設仮勘定 3,890 17,148

その他 20,226 19,979

減価償却累計額 △10,460 △9,623

その他（純額） 9,765 10,355

有形固定資産合計 455,262 426,667

無形固定資産

借地権 25,493 25,569

その他 3,851 3,080

無形固定資産合計 29,345 28,649

投資その他の資産

投資有価証券 ＊２
 194,743

＊２
 184,988

匿名組合出資金 ＊２
 59,409

＊２
 44,796

繰延税金資産 2,660 1,283

敷金及び保証金 10,725 14,231

その他 ＊２
 18,333

＊２
 19,355

貸倒引当金 △461 △556

投資損失引当金 △613 △598

投資その他の資産合計 284,797 263,500

固定資産合計 769,405 718,818

資産合計 979,834 964,030
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 165,855 188,445

コマーシャル・ペーパー 38,400 21,300

未払金 12,860 13,540

未払法人税等 619 1,953

引当金 1,354 585

その他 24,260 32,601

流動負債合計 243,351 258,425

固定負債

社債 62,500 60,000

長期借入金 290,456 269,860

退職給付引当金 5,590 5,257

その他の引当金 1,307 1,206

繰延税金負債 8,402 7,929

再評価に係る繰延税金負債 19,673 18,286

受入敷金保証金 43,808 48,940

不動産特定共同事業出資受入金 64,054 55,223

その他 7,601 7,544

固定負債合計 503,394 474,250

負債合計 746,746 732,675

純資産の部

株主資本

資本金 77,181 77,181

資本剰余金 75,436 75,453

利益剰余金 44,787 45,797

自己株式 △523 △529

株主資本合計 196,882 197,902

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,295 7,838

土地再評価差額金 21,529 19,509

為替換算調整勘定 △1,271 △1,192

評価・換算差額等合計 30,553 26,155

少数株主持分 5,652 7,296

純資産合計 233,088 231,354

負債純資産合計 979,834 964,030
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益 205,105

営業原価 151,644

営業総利益 53,460

販売費及び一般管理費 ＊１
 29,050

営業利益 24,409

営業外収益

受取利息 18

受取配当金 531

持分法による投資利益 185

その他 559

営業外収益合計 1,293

営業外費用

支払利息 6,386

不動産特定共同事業分配金 1,134

その他 1,121

営業外費用合計 8,643

経常利益 17,060

特別利益

固定資産売却益 75

投資有価証券売却益 29

関係会社株式売却益 37

債務保証損失引当金戻入額 3

特別利益合計 144

特別損失

たな卸資産評価損 5,459

固定資産売却損 19

固定資産除却損 71

投資有価証券評価損 3,629

匿名組合投資損失 568

投資損失引当金繰入額 15

事業譲渡損失引当金繰入額 107

減損損失 75

特別損失合計 9,946

税金等調整前四半期純利益 7,258

法人税、住民税及び事業税 2,198

法人税等調整額 1,405

法人税等合計 3,604

少数株主損失（△） △1,487

四半期純利益 5,142
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益 57,364

営業原価 39,988

営業総利益 17,376

販売費及び一般管理費 ＊１
 8,687

営業利益 8,688

営業外収益

受取利息 5

受取配当金 102

持分法による投資利益 48

為替差益 △270

その他 238

営業外収益合計 123

営業外費用

支払利息 2,114

不動産特定共同事業分配金 387

その他 362

営業外費用合計 2,864

経常利益 5,948

特別利益

固定資産売却益 41

債務保証損失引当金戻入額 1

特別利益合計 42

特別損失

固定資産売却損 1

固定資産除却損 49

投資有価証券評価損 454

事業譲渡損失引当金繰入額 107

投資損失引当金繰入額 15

特別損失合計 628

税金等調整前四半期純利益 5,363

法人税、住民税及び事業税 1,555

法人税等調整額 828

法人税等合計 2,384

少数株主損失（△） △3

四半期純利益 2,981
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,258

減価償却費 5,710

減損損失 75

のれん償却額 118

持分法による投資損益（△は益） △185

貸倒引当金の増減額（△は減少） △63

その他の引当金の増減額（△は減少） 1,219

受取利息及び受取配当金 △549

支払利息 6,386

たな卸資産評価損 5,459

投資有価証券評価損益（△は益） 3,629

投資有価証券売却損益（△は益） △29

関係会社株式売却損益（△は益） △37

匿名組合投資損益（△は益） 568

固定資産除売却損益（△は益） 15

売上債権の増減額（△は増加） 8,268

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,748

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △2,262

仕入債務の増減額（△は減少） △1,222

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 425

その他 △629

小計 44,906

利息及び配当金の受取額 631

利息の支払額 △6,544

法人税等の支払額 △6,897

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,096

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 5

投資有価証券の売却及び償還による収入 5,780

投資有価証券の取得による支出 △23,588

関係会社株式の取得による支出 △161

関係会社株式の売却による収入 195

匿名組合出資金の払込による支出 △14,798

匿名組合出資金の払戻による収入 150

固定資産の売却による収入 305

固定資産の取得による支出 △14,214

貸付けによる支出 △245

貸付金の回収による収入 1,216

不動産特定共同事業出資受入金の増減額（△は
減少）

8,831

その他 948

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,574
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(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △43,300

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 17,100

長期借入れによる収入 106,700

長期借入金の返済による支出 △77,894

自己株式の売却による収入 9

自己株式の取得による支出 △19

配当金の支払額 △4,129

少数株主への配当金の支払額 △119

その他 △492

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,146

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,636

現金及び現金同等物の期首残高 17,159

現金及び現金同等物の四半期末残高 ＊１
 11,523
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　 当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

１．連結の範囲に関

する事項の変更

(1)連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、㈱アメニティスタッフは連結子会社である㈱東京建物アメ

ニティサポートを存続会社として合併により解散したため、連結子会社から除外しておりま

す。

　また、当第３四半期連結会計期間より、日本橋１丁目開発特定目的会社は支配力が増したた

め、連結の範囲に含めております。　

(2)変更後の連結子会社の数　43社

２．持分法の適用に

関する事項の変更

(1)持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間より、阪都不動産管理㈱は売却のため、持分法適用関連会社から除

外しております。

(2)変更後の持分法適用関連会社の数　5社

３．開示対象特別目

的会社関係

　当社及び連結子会社である東京建物不動産販売㈱は、資金調達の多様化を図ると共にプロジェ

クト管理を明確化するため、特別目的会社(資産流動化法上の特定目的会社、特例有限会社及び

合同会社の形態によります。)に対し出資を行っており、出資比率が40％以上の特別目的会社(52

社)を開示対象としております。

　当該事業は、当社、東京建物不動産販売㈱及び共同事業者による出資のほか、各金融機関からの

借入等(ノンリコースローン及び特定社債)により行われています。

　当社及び東京建物不動産販売㈱は、事業終了後、拠出した出資金等を適切に回収する予定であ

り、将来において損失が発生する場合、当社及び東京建物不動産販売㈱の負担は当該出資金等の

額に限定されております。

　また、いずれの特別目的会社についても、当社及び東京建物不動産販売㈱は議決権のある出資

等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。

当第３四半期連結累計期間における、特別目的会社との取引金額等は、次の通りであります。

　

当第３四半期

連結会計期間末残高

(百万円)

主な損益

項目 金額(百万円)

出資金等(注１)

 

マネジメント業務

仲介業務及び販売代理業務

178,072

 

―

―

営業収益(注２)

営業原価(注３)

営業収益(注４)

営業収益(注５)

10,507

59

2,433

282

(注1)出資金等の内訳は、有価証券1,034百万円、投資有価証券125,232百万円、匿名組合出資　　

　　金(流動資産)5,000百万円、匿名組合出資金(固定資産)46,806百万円であり、特定目的会

　　社に対する優先出資証券及び匿名組合出資金であります。

(注2)出資に対する配当金及び分配利益は営業収益として計上しており、セグメント別の内訳

　　は、「賃貸」セグメント9,756百万円、「その他」セグメント750百万円であります。

(注3)出資に対する分配損失は営業原価として「その他」セグメントに計上しております。

(注4)特別目的会社から受託したアセットマネジメント業務等の報酬は営業収益として計上し

    ており、セグメント別の内訳は、「賃貸」セグメント1,578百万円、「その他」セグメン

    ト854百万円であります。

(注5)特別目的会社から受託した不動産売買仲介業務及び販売代理業務等の報酬は営業収益と

　　して、「その他」セグメントに計上しております。
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当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

３．開示対象特別目

的会社関係

特別目的会社の直近の決算日における主な資産、負債及び純資産(単純合算)は、次の通りであり

ます。(注6)

主な資産(百万円) 主な負債及び純資産(百万円)

不動産

その他

740,180

67,990

借入金等(注７)

出資預り金等(注８)

その他

536,023

247,554

24,592

合計 808,170 合計 808,170

(注6)当第３四半期連結会計期間末において出資残高のある特別目的会社のうち、事業初年度

　　で決算前の特別目的会社２社は合算しておりません。

(注7)借入金等は、ノンリコースローン及び特定目的会社の特定社債であります。

(注8)出資預り金等は、特定目的会社の優先資本金及び匿名組合出資金であります。

４．会計処理基準に

関する事項の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評

価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準に

ついては、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び

経常利益が5,296百万円、税金等調整前四半期純利益が10,756百万円それぞれ減少しており

ます。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年５月17日公表の「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　実務対

応報告第18号)を適用しております。

　この変更による損益に与える影響はありません。

(3) リース取引に関する会計基準等の適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成19年３月30日改正の「リース取引に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第16号)を早期に適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産とし

て計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　この変更による総資産への影響は軽微であり、損益に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　

　 当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度末

に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会

計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度

決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年12月31日)

　 　

　１　保証債務 　１　保証債務

住宅ローン利用者及び従業員住宅
取得制度利用者

5,396百万円

　

住宅ローン利用者及び従業員住宅
取得制度利用者

9,413百万円

　

※２　不動産投資を目的としたＳＰＣ（特別目的会社）
への優先出資証券及び匿名組合出資金等が次の通り
含まれております。

※２　不動産投資を目的としたＳＰＣ（特別目的会社）
への優先出資証券及び匿名組合出資金等が次の通り
含まれております。

有価証券 1,134百万円

匿名組合出資金 5,343百万円

その他 15百万円

流動資産小計 6,493百万円

投資有価証券 151,754百万円

匿名組合出資金 59,394百万円

その他 232百万円

固定資産小計 211,380百万円

計 217,873百万円

流動資産には、販売目的で保有している優先出資証券及

び匿名組合出資金等を計上しております。

匿名組合出資金は、金融商品取引法第２条第２項第５号

に定めるみなし有価証券であります。

有価証券 931百万円

匿名組合出資金 5,345百万円

その他 15百万円

流動資産小計 6,292百万円

投資有価証券 145,599百万円

匿名組合出資金 44,796百万円

その他 232百万円

固定資産小計 190,628百万円

計 196,921百万円

流動資産には、販売目的で保有している優先出資証券及

び匿名組合出資金等を計上しております。

なお、当連結会計年度において保有目的の変更により固

定資産から流動資産に5,000百万円振替えております。

匿名組合出資金は、金融商品取引法第２条第２項第５号

に定めるみなし有価証券であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

　   第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

広告宣伝費 5,595百万円

給料手当 5,681百万円

賞与引当金繰入額 618百万円

役員賞与引当金繰入額 84百万円

退職給付費用 490百万円

役員退職慰労引当金繰入額 116百万円

 

　

　

　   第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

広告宣伝費 1,229百万円

給料手当 1,651百万円

賞与引当金繰入額 443百万円

役員賞与引当金繰入額 28百万円

退職給付費用 158百万円

役員退職慰労引当金繰入額 36百万円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

　

現金及び預金勘定 11,524百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11百万円

現金及び現金同等物 11,513百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式　(株) 318,059,168

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式　(株) 2,339,717

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日
定時株主総会

普通株式 2,542 8 平成20年12月31日平成21年３月30日利益剰余金

平成21年７月31日
取締役会

普通株式 1,589 5 平成21年６月30日平成21年８月28日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
賃貸

(百万円)

分譲

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する営業収益 21,23426,825 9,304 57,364 － 57,364

(2)セグメント間の内部営業収益
又は振替高

161 68 472 701 (701) －

計 21,39526,893 9,776 58,065 (701) 57,364

営業利益又は営業損失(△) 11,981△2,213 552 10,320(1,631)8,688

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
賃貸

(百万円)

分譲

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する営業収益 51,279124,98328,841205,105 － 205,105

(2)セグメント間の内部営業収益
又は振替高

526 202 1,841 2,570(2,570) －

計 51,806125,18530,683207,675(2,570)205,105

営業利益又は営業損失(△) 22,855 6,975 △440 29,389(4,979)24,409

(注) １　事業区分の方法：企業集団の事業内容を勘案して区分しております。

２　各事業区分の主要な内容

　　賃　貸：土地、建物、住宅等の賃貸及び管理運営

　　分　譲：宅地、戸建住宅、高層住宅等の分譲

　　その他：不動産の仲介・鑑定・コンサルティング、土木建築工事の請負、リゾート・レジャー・ホテル事業など

３　会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」４．(1)に記載の通り、当連結会計年度

の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下

げの方法)に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、分譲セグメントで

5,232百万円減少、その他セグメントで63百万円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自

　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)

全セグメントの営業収益の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略しておりま

す。

　

　【海外営業収益】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自

　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)

海外営業収益は連結営業収益の10％未満であるので記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)
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１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年12月31日)

　

　 720.37円

　

　

　 709.62円

　

　 　

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 233,088 231,354

普通株式に係る純資産額（百万円） 227,435 224,057

　差額の内訳
　少数株主持分（百万円）

5,652 7,296

普通株式の発行済株式数（千株） 318,059 318,059

普通株式の自己株式数（千株） 2,339 2,317

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

315,719 315,741

　

２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

　

１株当たり四半期純利益 16.29円

　

　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目 　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 　 5,142

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 　 5,142

　普通株式の期中平均株式数（千株） 　 315,733
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

　

１株当たり四半期純利益 9.44円

　

　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目 　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万円） 　 2,981

　普通株式に係る四半期純利益（百万円） 　 2,981

　普通株式の期中平均株式数（千株） 　 315,727

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
　　至　平成21年９月30日）

当社は、平成21年９月30日開催の取締役会において無担保普通社債の発
行を決議し、平成21年10月28日に発行いたしました。その概要は次の通
りであります。
 
第10回無担保社債
１　発行総額：12,000百万円
２　発行価格：金額100円につき金100円
３　利率　　：年2.12％
４　償還期限：平成25年10月28日（満期一括償還）
５　払込期日及び発行日：平成21年10月28日
６　資金用途：借入金返済資金に充当する予定

　

　

２【その他】

第192期(平成21年１月１日から平成21年12月31日まで)中間配当については、平成21年７月31日開催の取

締役会において、平成21年６月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次の通り中間配当を行うこ

とを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 1,589百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成21年８月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月13日

東京建物株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　木　　啓　之　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　多　田　　　　修　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　中　　宏　和　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

建物株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び連結子

会社は当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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